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背景 

わが国の出生率は、第 2次大戦後の 1947～1949 年の 3年間にわたるベビーブームの後に

10 年間で半減するという人類史上初めての出来事が起り、合計特殊出生率(以下ＴＦＲ) は

1947 年の 4.54 から、1957 年では 2.04 まで低下した。その後は 15 年間ほど、1966 年の丙

午による影響で 1.58 まで低下したのを除き、人口置き換え水準である 2.07 人程度で比較

的安定して推移した。しかし、1973 年の第１次オイルショックを契機にして出生率は再び

低下を開始し、1989 年は丙午の年を下回る 1.57 を記録した。この結果を受け、出生率の低

下という問題に対して政府が本格的に対応に動き出し、「健やかに子供を生み育てる環境づ

くりに関する関係省庁連絡会議」が 1990 年 8 月に立ち上げられた。その後 25 年間、様々

な出生促進政策が施行されたが、ＴＦＲは連続的に低下し続け 2005 年では 1.26 と日本史

上最低値を記録した。しかし、2005 年以降ＴＦＲは回復を続け、2015 年では 1.46 を記録

した。このような近年の出生回復の要因について政策的な効果を本報告では検証する。特

にこの時期において制度が充実してきた育児休業制度が、出生率の回復にどれほど寄与し

たかについて、ミクロ・データを使用した分析結果を報告する。 

 

データと分析方法 

本報告では日本大学人口研究所が 2007 年と 2009 年に実施した「仕事と家族」に関する

全国調査を使用したミクロ・データ分析が基本となる。 

育児休業の出生率への影響についての研究は、これまで数多くの研究がヨーロッパ諸国

において実施されてきているが、実証的な検証からの結論にはいたっていない。Schönberg 

and Ludsteck (2007)によれば、育児休業と出生率への影響については実証にはいたらず、

今後さらなる研究が必要だとされている。これらの膨大な研究はヨーロッパ諸国を対象に

して研究されたものであり、育児休業と女性の労働参加と出生率の上昇の関係が研究され

ている。また、分析方法も多岐にわたっているが、一般的に育児休業は出生促進のツール

として扱われて研究が行われている（Büttner and Lutz, 1990; Winegarden and Bracy, 1995; 

Hoem, Prskawetz, and Neyer, 2001; Averrett and Whittington, 2001; Lalive and 



Zweimüller, 2005; Ridao-Cano and McNown, 2005）。わが国においても幾つかの研究（Suruga 

and Nishimoto, 2002; Suruga and Cho, 2003; Shigeno and Matsuura, 2003; Yamaguchi, 2005; 

Kawaguchi, 2007; Suzuki, 2006; Yoshida, 2006）が行われているが、充分な検証が行われてい

るとは言えない。 

Lee, Ogawa and Matsukura(2009)の研究では 2007 年の「仕事と家族」に関する全国調査

を使用して、育児休業制度が労働市場、勤続年数、賃金と機会費用などを通して、出生率

に影響を与えているかについて計量経済的分析を行った。その結果は育児休業の取得は同

じ職場での勤続年数の上昇を通して、女性のフルタイム賃金稼得能力の上昇を促していた。

また、その影響によって第 1子に育児休業を取得した女性は、第 2の出生を 6％上昇させて

いるという結果が得られた。この結果は出産による女性の機会費用を低減させることによ

って、出生率を上昇させることを示している。しかし、2007 年のデータのみを使用してい

るため 2005 年以降の出生率回復については充分説明しきれていない。そのため本報告では

2009 年のデータをさらに使用し、育児休業制度が出生率回復にどれくらい寄与したかにつ

いて報告する予定である。 

 

 

 


